
1/25 

○白川村景観条例施行規則 

平成２０年３月１７日 

規則第６号 

改正 平成２５年１０月７日規則第１号 

白川村景観条例施行規則（平成１５年白川村規則第７号）の全部を次のよう

に改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、白川村景観条例（平成２０年白川村条例第６号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（景観計画区域における行為の届出） 

第２条 条例第９条第１号から第４号に規定する行為の届出は、大規模行為等

における行為の届出書（別記様式第１号）に、行為の種類に応じて別表１に

定める図面を添付して行うものとする。 

（景観計画区域または重点景観形成地区における行為の届出） 

第３条 景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）第１６条

及び条例第１０条または第１１条に規定する景観計画区域又は重点景観形成

地区における行為の届出は、景観計画区域又は重点景観形成地区における行

為の届出書（別記様式第２号）に、行為の種類に応じて別表２に定める図面

を添付して行うものとする。 

（勧告） 

第４条 法第１６条第３項の規定による勧告は、書面により行うものとする。 

２ 村長は、法第１６条第３項の規定による勧告を同条第４項の規定により３

０日以内に行うことができない正当な理由があるときは、同項の期間を延長

することができる。この場合においては、同項の期間内に、当該届出をした

ものに対し、その旨及び期間を延長する理由を通知しなければならない。 

（届出行為に関する協定の内容） 

第５条 条例第１２条に規定する協定で取り交わす項目については、条例第７
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条の規定による景観計画で定める項目に準ずるものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の通知） 

第６条 条例第１６条第３項に規定する景観重要建造物及び景観重要樹木（以

下「景観重要建造物等」という。）の指定の通知は、景観重要建造物等指定

通知書（別記様式第３号）により行うものとする。 

（景観重要建造物等の指定解除） 

第７条 条例第１６条第３項に規定する景観重要建造物等の指定の解除は、景

観重要建造物等指定解除通知書（別記様式第４号）により行うものとする。 

（景観重要建造物等の所有者等の変更の届出） 

第８条 条例第１７条に規定する景観重要建造物等の所有者等の変更の届出は、

景観重要建造物等所有者等変更届出書（別記様式第５号）を村長に提出して

行うものとする。 

（景観重要建造物等の現状変更行為の届出） 

第９条 法第２２条第１項に規定する景観重要建造物等の現状変更行為の許可

の届出は、景観重要建造物等現状変更行為届出書（別記様式第６号）に村長

が必要と認める図書を添付して行うものとする。 

（景観重要樹木の現状変更行為の届出） 

第１０条 法第３１条第１項に規定する景観重要樹木の現状変更行為の許可の

届出は、景観重要樹木現状変更行為届出書（別記様式第７号）により行うも

のとする。 

（まちづくり協定の認定の申請） 

第１１条 条例第２２条第２項に規定するまちづくり協定の認定の申請は、ま

ちづくり協定認定申請書（別記様式第８号）を村長に提出して行うものとす

る。 

２ 前項の申請書には、まちづくり協定書の写し、まちづくり協定の区域を表

示する図面その他の必要書類を添付しなければならない。 

（まちづくり協定の認定等の通知） 
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第１２条 村長は、条例第１９条第１項の規定によりまちづくり協定の認定を

したときはまちづくり協定認定通知書（別記様式第９号）により、まちづく

り協定の認定をしないときはまちづくり協定認定申請却下通知書（別記様式

第１０号）により当該申請者に通知するものとする。 

（まちづくり協定の変更等の届出） 

第１３条 条例第２０条に規定するまちづくり協定の変更等の届出は、まちづ

くり協定変更・廃止届出書（別記様式第１１号）により行うものとする。 

（まちづくり協定の取消し） 

第１４条 村長は、条例第２１条の規定によりまちづくり協定の認定を取り消

したときは、速やかにまちづくり協定認定取消通知書（別記様式第１２号）

により当該協定を締結した所有者等の代表者に通知するものとする。 

（まちづくり地域団体規約の要件） 

第１５条 条例第２２条第１項第３号に規定する村長が定める要件は、次の各

号に掲げるものとする。 

（１） 目的 

（２） 名称 

（３） 活動地域 

（４） 活動の内容 

（５） 事務所の所在地 

（６） 構成員に関する事項 

（７） 役員の定数、任期及び職務に関する事項 

（８） 会議に関する事項 

（９） 会費及び会計に関する事項 

（まちづくり地域団体の認定の申請） 

第１６条 条例第２２条第２項の規定によりまちづくり地域団体の認定を受け

ようとする団体の代表者は、まちづくり地域団体認定申請書（別記様式第１

３号）に、次に掲げる図書を添付し、村長に提出して行うものとする。 
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（１） 団体規約 

（２） 団体の活動地域を示す図面 

（３） 団体の構成員及び役員の氏名及び住所（法人にあっては、その名称

及び事務所の所在地）を記載した図書 

（４） その他村長が必要と認める図書 

（まちづくり地域団体の認定） 

第１７条 村長は、条例第２２条第１項の規定によりまちづくり地域団体の認

定をしたときは、まちづくり地域団体認定通知書（別記様式第１４号）によ

り、まちづくり地域団体の認定をしないときは、まちづくり地域団体認定申

請却下通知書（別記様式第１５号）により当該申請者に通知するものとする。 

（まちづくり地域団体の認定の取消し） 

第１８条 村長は、条例第２２条第３項の規定によりまちづくり地域団体の認

定を取り消したときは、速やかにまちづくり地域団体認定取消通知書（別記

様式第１６号）により当該団体の代表者に通知するものとする。 

（景観の形成に係る助成等） 

第１９条 条例第２６条第１項に規定する景観の形成のために特に必要と認め

られるものは、次に掲げるものとする。 

（１） 条例第１６条第１項の規定により指定した景観重要建造物の保全 

（２） 条例第８条第１項に規定する重点景観形成地区における建築物又は

広告物の新築、増築、改築、移転若しくは撤去又は外観を変更することに

なる修繕、模様替え若しくは色彩の変更（以下この条において「新築等」

という。）であって、その内容が、条例第７条第１項の規定により定めら

れる景観計画に適合するもの 

（３） 前号に定める重点景観形成地区以外の地区で、村長が景観の形成の

ために特に重要と認める地区における建築物等又は広告物の新築等であっ

て、その内容が、当該地区における景観の形成に寄与すると認められるも

の 
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（審議会の所掌事務） 

第２０条 条例第２７条に規定する白川村景観審議会（以下「審議会」という。）

は、村長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、村長に答申するもの

とする。 

（１） 景観計画の策定及び変更 

（２） 重点景観形成地区の指定及び指定の解除又は変更 

（３） 景観重要建造物等の指定 

（４） その他村長が必要と認める景観形成に関する重要事項 

（審議会の組織） 

第２１条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 審議会の委員（以下「委員」という。）は、景観形成に関し学識経験を有

する者その他村長が適当と認める者のうちから村長が委嘱し、又は任命する。 

（審議会の任期） 

第２２条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（審議会の会長及び副会長） 

第２３条 審議会に、会長及び副会長を１人置き、それぞれ委員の互選により

定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第２４条 審議会は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 
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（関係者の出席） 

第２５条 会長は、必要があると認められるときは、関係者の出席を求めて意

見又は説明を聴くことができる。 

（審議会の専門部会） 

第２６条 審議会に、専門的事項を調査させるため、専門部会（以下「部会」

という。）を置くことができる。 

２ 部会に部会長を置き、部会員のうちから会長の指名する者がこれに当たる。 

３ 部会は、学識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから会長の意見

を聴いて村長が委嘱する。 

（審議会の庶務） 

第２７条 審議会の庶務は、総務課において処理する。 

（審議会の運営事項） 

第２８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 

（意見の聴取） 

第２９条 村長は、条例の適切な運用を図るため、必要があると認めるときは、

審議会のほか、学識経験者又は専門家の意見を聴くことができる。 

（委任） 

第３０条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、村

長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成２０年３月１３日から適用する。 

附 則（平成２５年規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表１ 

行為の種類 添付図書 

宅地の造成 位置図 
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配置・平面・求積図 

縦横断面図 

法面、擁壁の断面図 

現況写真 

土石の採集 位置図 

配置・平面図 

採取終了措置図 

現況写真 

車道の開設 位置図 

平面・求積・構造図 

縦横断面図 

現況写真 

森林、木竹の伐採 位置図 

配置・平面・求積図 

現況写真 

別表２ 

行為の種類 添付図書 

建築物の新築、増築、改築、大規模

な修繕若しくは模様替え又は外観

の変更 

位置図 

配置・平面図 

立面図 

現況写真 

工作物の設置又は外観の変更 位置図 

配置・平面図 

立面図 

現況写真 

広告物の設置又は外観の変更 位置図 
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配置図 

形状・構造・立面図 

現況写真 

宅地の造成その他区画形質の変更 位置図 

配置・平面・求積図 

縦横断面図 

法面、擁壁の断面図 

現況写真 
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